
令和３年度重点事業について 資料３
令和３年度当初予算の概要
【総　額】 ①１６,７２５,９８４千円（障害者福祉推進課） 政策経費の推移

②３８,２３９,９４９千円（障害福祉事業課） （人件費、社会保障費 ・平成３０年度　１,９０５,９７８千円（２課合計） 委員意見（２年度）

合計５４,９６５,９３３千円（前年度当初比２,７３２,０３９千円　５．２％増） （義務的経費）を除いた額） ・令和元年度　１,９４３,５２３千円（２課合計） 令和２年度当初予算事業に対する意見

うち社会保障費 ・令和２年度　２,３２６,１７６千円（２課合計） 委員意見（３年度）

①１５,４３０,６４７千円（障害者福祉推進課） ・令和３年度　２,４６４,７００千円（２課合計） 令和３年度当初予算事業に対する意見

②３６,８４０,７７０千円（障害福祉事業課） 　　１,０７８,４７４千円（障害者福祉推進課）

合計５２,２７１,４１７千円（前年度当初比２,５８０,９３４千円　５．２％増）  　 １,３８６,２２６千円（障害福祉事業課）

主要施策 取組の方向性（七次） 数値目標（七次） 事業名等 事業概要 令和元年度決算額（千円） 令和２年度当初予算額（千円） 令和３年度当初予算額（千円） ※委員意見（２年度） ※委員意見（３年度） ※委員意見（４年度） 説明

４障害のある子
どもの療育支援
体制の充実
　

４－（３）－① ４－９障害児等療育支援事業実
施見込箇所数

障害児等療育支援事業

障害児（者）施設等の有する機能を活用し、在宅
障害児等に早期診断、適切な治療や訓練を実施
し、また、在宅障害児等やその家族に対して適切
な相談支援を実施することにより、障害の軽減や
基本的な生活能力の向上、地域生活における療
育・相談支援体制の充実を図る。

85,905 99,000 99,000

４障害のある子
どもの療育支援
体制の充実
　

４－（３）－③

発達障害児者及び家族支援体
制整備事業

発達障害児等の親が安心して子育てできるよう、
発達障害児の子育て経験を生かして相談・助言を
行うペアレントメンターによるグループ相談会の開
催やペアレントメンターコーディネーターの配置を
行う。
　

1,223 1,224 1,224

４障害のある子
どもの療育支援
体制の充実
　

４－（３）－② ４－１０療育支援コーディネー
ターの配置人数

療育支援コーディネーターの配
置

在宅の障害のある子どもに対して各々の特性に応
じた療育支援を提供できるよう、医療・保健・福祉・
教育関連機関の連携を調整する療育支援コー
ディネーターを地域生活支援事業を活用して市町
村に配置するよう促す。
　また、情報交換等のため、関係市町村等も含め
た療育支援コーディネーターの連絡協議会を開
催する。

市町村地域生活支援事
業費等補助金の一部

　市町村の実施内容
の把握は当該年度の
冬であるため、現時点
で療育支援コーディ
ネーターに係る予算
額は不明。

４障害のある子
どもの療育支援
体制の充実
　

４－（４）－① ４－１１医療的ケア児支援のため
の関係機関の協議の場の設置
市町村数

医療的ケア児等地域支援体制
構築支援事業

　医療的ケア児等支援のための協議会の設置を
検討している市町村と協力し、その設置を支援す
るとともに、設置までの流れをモデル化し公表す
る。
　また、医療的ケア児等支援への理解、認識を深
め、協議の場の設置促進を図るため、市町村職員
を対象とした研修を実施する。

－ 2,300 －

 市町村等の協議会の
設置過程をモデル化
し、協議の場の設置、
活性化を支援する。

４障害のある子
どもの療育支援
体制の充実
　

４－（４）－④

小児等在宅医療連携拠点事業

在宅医療を必要とする小児等が、在宅において必
要な医療・福祉サービス等が提供され、地域で安
心して療養できるよう、福祉や教育などとも連携し
地域で支える体制を構築するとともに、訪問看護
師等への研修等を実施し、人材の育成を図る。 1,207 2,749 2,749
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